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日本と台湾は隣国どうしなのに国際舞台での外交関係がない。しかし、地

理的にも、歴史的にも関わりが深いから、日本側の（財）交流協会と台湾側

の台北駐日経済代表処が経済、文化、教育と人的な交流のための実務機関と

なっている。

台湾は九州の８５．４％（３６，０００平方キロ）で人口は日本の５．６分の１である。

台北駐日経済文化代表処のホームページ（１）を開くとそこには台湾の「貿易立

国」「科学技術立国」「教育立国」と、それを全うするための「民主化」が謳

われている。

日本は世界に対して「知的国際貢献」（２）をするために留学生の受入を促進

したいと願っているが、こと台湾に関しては日本の文部省資料、台湾の教育

部資料のいずれを見ても日本への留学生の数は減少している。

それはいかなる理由によるのだろうか。いくつかの資料に眼を通した上で

今後日本は、文教大学は、どのように対応したらいいのか考えてみたい。

キーワード：台湾留学生の減少、台湾の教育改革、日本語人口の増加、知的

国際貢献、留学生の受入

) 変容し発展しつづける台湾

Ａ）台湾の歴史と現在

台湾とはどんな所なのか。まず、以下にその過去１００年を概観して今日

に至るまでの経済と教育の発展の有様をたどってみたい。

１８９５年 下関条約により日本の統治下にはいる。日本語が「国語」とな
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る。

１９４５年 日本の敗戦により中華民国政府に返還される。

日本撤退時の教育施設など―国民学校（小学校）１１０９校、中学・

高等女学校４４校、実業学校１１７校、師範学校３校、盲唖各種学

校１１校、専門学校４校、高等学校・帝国大学予科各１校、帝国

大学１校。

学齢児童就学率９２．５％（３）。なおオランダ撤退時のインドネシア

は３％。

日本語教育暗黒期（１９４５―１９７０）（４）

１９４７年 ２・２８事件（５）

１９４９年 ５月、台湾全島に戒厳令、１９８７年７月の解除まで続く。１２月、

蒋介石総統台北を中華民国の臨時首都とする。首都は南京。北

京語・華語が「公用語」となる。外国語は「英語」のみとする。

１９５０年代 経済回復期―インフレを克服し戦前のレベルまで回復。

５２年 日華平和条約締結

１９６０年代 経済高度成長期―輸出市場の拡大。

６３年 私立中国文化大学で初めて大学の日本語教育開始。（６）

１９７０年代 経済不安定成長期―第一次・第二次オイルショック克服、貿易

依存度年平均９１．３％、貯蓄率年平均３２．３％、投資率年平均３１．９

％、アジア NIES（台湾・韓国・香港・シンガポール）の旗手。

日本語教育黎明期

７２年 日華国交断絶

７５年 ４月、蒋介石総統死去、蒋経国総統就任。

１９８０年代 緩やかな経済成長期

８０年 新竹科学工業団地の設置、「電子工業部門発展計画（１９８０―８９）」

着手。

８７年 一人当たり GNP３，７４８US＄となる。賃金アップ。労働集約型

産業から資本・技術集約型産業へ転換。貿易黒字８００億ドルで
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日本につづき世界第２位。一人当たりなら世界第１位。

８８年 １月、蒋経国総統死去、李登輝総統就任。

日本語教育発展期

１９９０年代 民主化と規制緩和の時代

外省人の国民党から内省人の国民党へ。 New Taiwanese. 世界的

パソコンブーム。コンピュータ産業のハイテクアイランドに変

身。

９６年 ６月、総統の国民選挙―李登輝総統就任―民主化達成。

９７年 ９月、『認識台湾』国民中学に配布 教育部。（７）

９９年 デスクトップ型パソコンの生産台数世界シェアは世界１位。

ノート型パソコンは世界シェアの４６．１％。 OEM方式で世界有

名メーカーに供給。（８）

２０００年 ３月、総選挙―陳水扁総統就任。

６月、台北－高雄間３４５Kに高速鉄道敷設決定。２００５年完成目

標。大きな経済効果が期待される。

２００２年度から全国大学統一入試廃止、各大学独自の方法で選考。

大学入試科目に第二外国語（日独仏西）を加える予定。現在国

内航空便・鉄道の案内放送は北京語、台湾語、客家語、英語を

使用している。

台湾は、少数の外省人が多数の本省人を支配した長い戒厳令の時代を過

去のものとし、次世代の教育に熱心で科学技術のレベルが高く、仕事と勉

学に勤勉な上に世界でも有数の経済基盤を持つ。国土は狭く人口密度は高

いけれど堅実に経済成長と科学技術発展を続ける２２００万人の、自らを新台

湾人と呼ぶ人びとがいる。

Ｂ）貿易立国を目指す台湾

台湾の発展史を眺めて思う。コンピュータ産業が幸運に巡り会えたのは

決して偶然ではない。台湾は資源も少ないし土地も狭く人口密度は高い。
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この条件で生き残り発展していくためには、台湾で作ったものを世界の人

に買ってもらうしかない。台湾の人々はそのためにたゆまぬ努力を続けて

きた。台湾といえば、バナナ、靴、傘、鞄、ウナギというような代表的な

産物が次々と生まれては消えていったように見える。ところが、これらの

生産ラインは海外に移転し、台湾の企業が海外に発注し、移転した台湾企

業が受注、生産、売上回収をおこなっており、しっかりと手中に収めてい

る。（９）

台湾の１９９８年の一人当たり GNPは１２，２６５US＄である（１０）。これは同年

の日本の３２，３５０、シンガポールの３０，１７０、香港の２３，６６０、韓国の８，６００、

マレーシアの３，６７０、タイの２，１６０、フィリピンの１，０５０、中国の７５０、イン

ドネシアの６４０、インドの４４０などと比べた上で、それぞれが１９７０年時点の

何倍になったかを計ると、この３０年間の成長の速度が見えてくる。台湾３１．８

倍、日本１６．８倍、シンガポール３２．８倍、香港２４．４倍、韓国３４．４倍、マレー

シア９．７倍、タイ１０．８倍、フィリピン５．０倍、中国４．７倍、インドネシア８．０

倍、インド４．０倍となる。

台湾はこのように豊かに発展してきた。と同時に、日本にとってよい貿

易相手になった。貿易額は日本から見て輸出総額（５０．６兆円）の６．６％の

３兆３千万円、輸入総額（３６．６兆円）の３．７％の１．３兆円となっている。気

が引けるほど日本の大幅な輸出超過になっている。台湾の一人当たりの貿

易額は輸出が５，０５９US＄、輸入が４，７８９US＄となっており、台湾と同様

に貿易立国の日本の場合がそれぞれ３，０７０と２，２２０であることと比べると、

貿易依存度がずっと高いことがわかる。

その貿易を支えるのは科学技術の進歩発展であり、高度な国民教育の普

及と充実であることは言を待たない。台湾はまさに貿易立国の道をたどっ

ているのである（１１）。

Ｃ）教育・科学技術立国を目指す台湾

貿易に力を入れて経済力をつけた台湾は、憲法１６４条の定めるところに
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したがって、国家予算の１５％、省と政令指定都市予算の２５％、県・市予算

の３５％を国民教育に当ててきた。１９９７年には社会の変化に対応するため、

憲法の改正を行なった。そして教育のための経費は憲法１６４条の制限を受

けずに、優先的に支出することにしたのである。つまり、それまでより以

上に国民教育・科学技術・文化振興のための予算を計上できるようになっ

たわけである（１２）。ちなみに１９９９年度に教育に使った総額は５，８６４億 NT＄

であった（１３）。

台湾における１９９９－００年の就学率と進学率は、学齢児童就学率９９．９２％、

高校への進学率は９２．０２％、大学への進学率は７０．０７％となっている（１４）。台

湾の人々は教育に対して極めて熱心で、学歴尊重社会である。 UNESCO

の統計年鑑１９９６年度版などの「世界主要国家における高等教育学生の総人

口に占める割合」によれば、台湾はカナダ、米国には及ばないもののアジ

アでは日本よりも比率が高く最高である。また、博士号取得者の総人口比

にいたっては日本をはるかにしのぐ（表―２）といわれ、博士は日本より

社会的な尊敬を受けている（１５）。

Ｄ）現行の教育制度について

さて、ここで表―１によって、改変の激しい台湾の学校制度を確認して

おきたい。「 」は表の用語、（ ）は筆者の訳である。「幼稚園」入園は

個々の希望によるが、「國民教育」（義務教育）の「國民小學」「國民中學」

（小・中学校）は９９．９２％の就学率を誇っている。「高級中等教育」（高校）

以上はすべて入学選考試験があり、「高級中學」（普通高校）系と「高級職

業學校」（職業高校）及び５年制専科学校―略して「五專」―（高等専門

学校）系の二系統に分かれる。前者の「高級中學」卒の大多数は「大學」

（２～３学部以上を有する大学）か「獨立學院」（単科大学）に進学して

卒業時に学士号を得る。また、後者の「高級職業學校」卒の大多数は２年

制専科学校―略して「二專」―または３年制専科学校―略して「三專」（「二

專」に統合の方向で学制改革中で、教育部の２０００年版教育統計から姿を消

―９９―
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表―２ 学校数・在席学生数の推移
台湾の高校・職業高校、専科学校（短大）・独立学院（単科大学）・大学

１９７０年 １９８０年 １９９０年 １９９９年 学生数は

高校数 １８５ １８４ １７０ ２５３ １９７０年度の

学生数 １７８，５３７ １８０，６６５ ２０９，０１０ ３３１，６１８ １．９倍

職業高校数 １４６ １９１ ２１６ １１９

学生数 １５５，６５０ ３４９，１３８ ４４９，１１１ ４６７，２０７ ３．０倍

専科学校数 ７０ ７７ ７５ ３６

学生数 ７０，１４９ １８３，１３４ ３１５，１６９ ４５７，０２０ ６．５倍

独立学院数 １３ １１ ２５ ６１

大学数 ９ １６ ２１ ４４

学生数 ４４，８８３ １５３，０８８ ２３９，０８７ ４７０，０３０ １０．４倍

修士在籍数 ３２１ ５，６３３ １７，９３５ ５４，９８０ １７１．３倍

博士在籍数 ４３ ６７３ ４，４３７ １２，２５３ ２８５．０倍

日本の４年制大学及び修士、博士 （１９９８年）

大学数 ３８２ ４４６ ５０７ ６０４

学生数 １，４９７，０００ １，８３５，０００ ２，１３３，０００ ２，６６８，０００ １．８倍

大学院 １９７５年度の

修士在籍数 ２２，８３４（ ’７５） ２７，１８７ ３２，４４５ １２３，２５５ ５．４倍

博士在籍数 ８，６９６（ ’７５） １０，９５４ １２，７３５ ５５，６４６ ６．４倍

台湾の部は「中華民国教育統計」２０００より抜粋。日本の部は「日本統計年鑑」平成１２
年総務庁統計局編より。１９７５、１９８０、１９９０は定員数、１９９８は学生数を採用。著者作表。
なお１９９８年に台湾の一人当たり GNPが１９７０年の３１．８倍になる。

しつつあるのでこの表には載っていない）―または、４年制科学技術学院

―略して「四技」―に進学し卒業時に学士号を得る。この「２専」卒はそ

の上に２年制科学技術学院―略して「二技」―へ入学選考試験を経て進学

し卒業時に学士号を得る。なお、「五專」卒は３年の「工作經驗」（職業経

験）を経たのち資格試験合格を経て「碩士」（修士）課程に進む道が開か

れている（１６）。

Ｃ 急増する４年制大学と学生数

表－３の中の�印は入学選考試験により進学できることを示している

が、同表の「二・（三）・五專」卒の学士号取得希望者が表では�印表示
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のない編入を求めて「大學」「獨立學院」を受験することが大きな問題点

になっている（１７）。新しい教育と科学技術を求めると同時に学歴が必要な社

会では更に多くの大学の新設と既存の大学の収容定員を増やすことにな

る。教育部はこの需要に応えるために、多くの「四技」の創設を急いでい

る。２０００年度版では「獨立學院」６１校、「大學」４４校の１０５校があるが、２０００

年９月には１１５校に増えた（１８）。これからもますます「獨立學院」が増加す

ると見込まれている。その一方では「大學」の数が多くなりすぎたので合

併して総合大学を目指す動きも始まっている。清華大學と高雄醫科大学の

統合話はその一例である（１９）。台湾はまさに高学歴社会に向かってまっしぐ

らに進んでいる。

* 世界的な日本語人口の増大と日本の知的国際貢献

Ａ 日本の留学生対策と台湾留学生

日本は世界に対して「知的国際貢献」を行なうことで、平和と繁栄の維

持発展を願い、多くの外国人留学生の来日を期待している（２０）。

そのためには国の政策として、留学生が来日しやすい制度、その目標を

達成しやすい制度に変えていく必要がある。『２１世紀への留学生政策に関

する提言』以後のさまざまな文部省の施策（２１）や法務省の『第二次出入国管

理基本計画』（２２）などによってその方向が窺えるが、２０００年８月に最終報告

の出た「渡日前の大学入学許可発給に向けて」という副題のついた「日本

留学試験」（２３）もその一つである。これは現行の「私費留学生統一試験」の

内容を大きく変えて、２００２年から毎年６月と１１月に日本国内およびアジア

地域を中心に当面１０都市程度で実施する。その結果に基づいて、学部での

学習に充分に対応できる学力を有する日本留学希望者は現行の１―２年の

日本語学習期間を短縮して直接学部入学できるようにしようというのであ

る。世界中の日本語学習状況が２０～３０年前と大きく変化して、海外での正

規教育機関での日本語学習者が２１０万（２４）ともいわれる現状では当然の措置

である。

―１０２―
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表―３ 出身国別留学生数（平成１１年５月１日現在）

国・地域名（注１） 留学生数［人］ 国・地域 留学生数

中 国 ２５，９０７（１，７８０） タ イ １，１０７（ ５０８）

韓 国 １１，８７９（ ７４９） アメリカ合衆国 １，０７３（ １４０）

台 湾 ４，０８５（ 注２） バングラデシュ ８０６（ ５４９）

マ レ ー シ ア ２，００５（ ３１０） ヴィェトナム ５５８（ ２９９）

インドネシア １，２２０（ ５３１） フ ィ リ ピ ン ４９７（ ３２４）

そ の 他 ６，６００（３，５８４）

合 計 ５５，７５５（８，７７４）

（ ）国費留学生で内数。（注１）中国の留学生数には、香港の留学生を含む。（注２）
交流協会奨学金留学生は採用年度が平成９年の２６人、１０年の９４人、１１年の１０２人で１１年
度の在籍数は２２２人。―国際交流執務ハンドブック及び文部省国際局留学生課調べに基
づき筆者が作表した。

しかしながら、まだまだ大学の収容能力の低い他のアジア諸国等からは

この改変は大いに歓迎されるだろうが、これらの制度改革の恩恵を得る台

湾のエリート層の若者はすでに少なくなってしまった。台湾に関しては２０

年遅かったと言えようか。

Ｂ 日本語学習者は増えるが日本留学は減る台湾

３年ほど前から経済危機を抜け出しはじめたアジア各地から、入国管理

局の政策の変更（２５）も相まって、来日する留学生・就学生の増加が見られる

（表―４）。これはアジア経済の復調と大学や日本語教育施設等の受入態勢

が整いつつあることもよるが、日本社会全体が、日本で学び知日的・親日

的に育っていく諸外国の人びとを必要としているからにほかならない。表

―５（日本側調べ）表―６（台湾側調べ）で見るように表―５の６，０７２人の日

本政府発給の留学生ビザによる学生が４，０８５人に、また、表―２の２，９９０人

の台湾政府への留学申告者が１，５７３人に減ってしまった。この２・３年ア

ジア諸国のうち、ことに中国の留学生が激増しているのにもかかわらず台

湾はほぼそのままである。
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Ｃ 留学年数の短縮と留学形態の変容

その理由は前述のように、「專科学校」（高等専門学校）が「獨立學院」

（単科大学）に昇格したり、「日本語學科」「應用日本語科」を有する大学

が大幅な定員増をしていることにある。その趨勢はまさにとどまるところ

を知らない。

ひるがえって思いやれば、自国の教育制度が整い、自国で高等教育を受

けられるようになれば、長年にわたって外国に居住し、慣れない生活習慣・

文化の違いと闘いながら刻苦勉励し学位取得の望みを追う若者が少なくな

ることは、古くは遣唐使の廃止、近くは欧米での修士・博士コースの在籍

学生数の減少といった現象を日本の例に求めるまでもないことであろう。

留学・就学生の激増している中国の場合は本科生として学部に入学を希

望しても、その８％、短大などを含めても１２％しか入れない（２６）。一方、台

湾では希望するならそのほとんどが学部に入学できる時代になりつつある

のである。

それでは、台湾からの留学生はこのまま減り続け、ついにはだれも来な

くなってしまうのだろうか。筆者はそうは思わない。台湾社会は日本への

興味と感心度が高く、ご年配の『台湾万葉集』（２７）を著わすほどの語学力の
ハーリーツゥ

ある「日本語族」、若年層には日本文化に強い関心を示す「哈日族」（２８）が

多くおり、予定の台北－高雄間の新幹線建設（２９）はそれに拍車をかけるだろ

う。台北の地下鉄建設の際の日本企業の活躍、１９９９年９月の死者２，４００名

を出した台湾中部大震災の際の、日本からの支援部隊の一番乗りなどは台

湾の人びとの記憶に新しい。毎年行われる「日本語能力試験」の受験者と

認定数がうなぎ登りであること（３０）、全島に何百となくある日本語補習班の

学習者の多くは日系合併企業の職員であり、日本語学習を楽しんでいる。

以上のことから、日本留学の目的が変わってきていることがわかる。そ

の変化に合わせて留学の形態が変わってくるのは当然である。
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文部省学術国際局留学生課調べに基づき著者が作表した。

表―５ 台湾からの留学生数の推移（各年５月１日現在）

地域／年 １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９

台湾 ６，０７２ ６，１３８ ６，２０７ ５，６４８ ５，１８０ ４，７４５ ４，３２３ ４，０３３ ４，０８５

表―６ 台湾からの主要留学先国別学生数（留学生・就学生）
（台湾教育部調）

年
国別 １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９

ア メ リ カ
人 人 人 人 人 人 人 人 人

１３，４２９１２，９３６１１，５７７１０，３０９１０，６７９１３，４２５１４，０４２１３，１０９１４，４４３

イ ギ リ ス １，９９１ ２，０２１ ２，８８２ ３，９６８ ５，１３１ ５，０９５ ６，４１４ ６，１７３ ６，５５３

カ ナ ダ ２，１３３ １，６７１ １，５０７ １，９９７ ２，６１０ ３，０３１ ２，２８０ ２，３５９ ２，１５９

オーストラリア ７９９ １，５０８ １，７０９ ２，１８３ ２，９７２ ２，８８４ ２，１２６ ２，０９２ ２，０６５

日 本 ２，９９０ ２，０５３ １，７１５ １，３５０ １，６４５ １，４８０ １，７００ １，６４９ １，５７３

フ ラ ン ス ５５３ ５３５ ５２５ ４５７ ６０３ ４３７ ３５５ ３４２ ４１１

ニュージーランド ２７４ ２９０ ５５２ ７０１ ６４９ ２７５ ３６５ ３４２ ３９１

ド イ ツ ４７２ ４６０ ３８７ ４８１ ４６２ ３１２ ３４５ ３０５ ２９５

フ ィ リ ピ ン ― ― ― ― ― ― ― １６９ １２９

ス ペ イ ン ― ― ― ― ― ― ― １３７ １４８

ロ シ ア ― ― ― ― ― ― ― １３３ １１７

ス イ ス ― ― ― ― ― ― ― １１４ １０１

合 計 ２２，６４１２１，４３４２０，８５４２１，４４６２４，７５１２６，９３９２７，６２７２６，２００２８，３８５

（注）６か月以上留学する者であるが国によって３か月以上の留学も含まれている。

+ 留学生受入と知的国際貢献への望まれる方向

日本語学習者が多くても長期日本留学生が減っている台湾への今後の

「知的国際貢献」の形態は前述の理由から主流が以下のようになると考え

る。今回は台湾を中心に観察したが、経済が成長し民度が高まればどこの

国や地域でも同様の現象が起きる。

個々の受入機関は留学目的の多様性への変化を配慮しながら、なお特色

のあるそれぞれの教育・研究分野に秀でていたいものである。
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１）修士・博士レベルの留学生の受入が今以上に求められるようになるだ

ろう。この主眼は留学生教育以上に研究成果の交換、大学間交流といった

面におかれて、双方によい刺激を与えることになるだろう。

公的な奨学金給付のための日本語力測定に関しては「日本文学史」「日

本文学・語学」が課せられているが、「応用日本語」「実用の日本語」既習

者の多いことを考慮して、多方面にわたる試験問題に変えていく必要があ

る。（３１）

２）アジア太平洋大学交流機構（ UMAP）の諸制度を活用した広汎な大

学間交流が望まれる。学問に国境がないように学生たちも国境を越えて単

位互換により留年や休学をせずにすむ、より充実した学問の機会を求めて

いる（３２）。学生の在籍大学の移動が頻繁になり、大学はそれに対応するよう

になるだろう。

３）急を要する現地日本語教員の養成・研修と教材開発

台湾では２００２年から日本語で大学入試を受験できるようになる。現在５５

校以上の普通高校で実験的に日本語教育が行われているが、日本語運用能

力の高い教師は多くはない。大学卒または在学中の日本語教員志望者に対

する日本語研修と、台湾の実情を考慮したより適切な日本語教育用教材の

開発が強く望まれている（３３）。

４）大学の顔がはっきり見える形で現地学生募集を行なうとよい。文教大

学は留学生別科はすでに中国で実験的に現地募集を行ない、それなりの成

果をあげているので、台湾でも学部を含め全学的に行なうことが望まれる。

因みに西日本のある大学が台湾の職業高校で現地試験を行ない、同校の日

本語科卒業生２６名に合格通知を出したが、受入大学の顔のよく見えるこの

方法を現地関係者は喜んでいる。日本語能力のレベルによって奨学金を支

給するという制度も学習者の励みになっている（３４）。
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５）学校の長期休暇を活用した３週間～４週間短期研修とか、３か月から

半年といった語学研修が多くなるだろう。台湾で学習した日本語を実施で

研修し、しっかりと身につけることが目的となる。そのまま在日して大学

院へ進むとか、志望変更の後、学部編入や再入学などにもつながる（３５）。

文教大学は地の利を得た留学生用宿舎を各キャンパスに所有する必要が

ある。

６）これからは学習機関に所属して日本語を学習するというより、個々の

人間的な結びつきに基づいた受入が進むだろう。これはホームステイなど

個人と地域との交流・国際理解を目的とする。当然これは相互訪問の増大

につながり、台湾と日本をより強く結ぶ太い人的な絆になるだろう。（３６）。

注記

�文献－７ �文献－６ ２１８p『知的国際貢献の発展と新たな留学生政策の
展開を目指して－ポスト２０００年の留学生政策－（平成１１年３月２４日 留学生政
策懇談委員会報告）』 �文献－８ ７２p『台湾総督府五十年来統計要覧』
�文献－１２ 『台湾における日本語教育の回顧と未来への展望』著者は１９４５－
１９７０を日本語教育暗黒期、１９７０－１９８０を黎明期、１９８０～以降を発展期と分けて
いる。 	文献－８ １０９p 
文献－１４ １３p �文献－１１ 台湾史教科書、
１９９７年度には試用本が配布され、１９９８年度には公式化された。 �文献－１６
６２p 文献－１６ ６２p �文献－４ 表４－５ １３１p �文献－５ 表８
－４ �文献－７ �文献－２ ４４p �文献－７と文献－４ 図４５－１ イ
ギリス（１９９５）６５．５％、日本（１９９８）４８．９％、アメリカ（１９９６）４６．９％、ドイ
ツ（１９９６）３０．５％、なお、文部省「我が国の文教施策」１９９９年度版によると日
本の高等教育進学率の推移は１９９７年度は４７．３％、９９年度は４９．１％とある。 �
文献－７ �文献－２ 前言� p �文献－１４ ２２p �２０００年夏台湾日本語
教育学会で筆者が聴取した。 �文献－１７ No６０ ２３p �文献－６ 資料
編２１３p～２９９p �文献－６ �法務省２０００年３月発行 �文献－６ ２１３p
「日本留学のための新たな試験」（仮称）の最終報告書が平成１２年８月に調査
研究協力会議で「日本留学試験」と定まった。 �『海外の日本語教育機関の
現状－日本語教育機関調査１９９８』平成１２年３月３０日 国際交流基金・日本語教
育センター編 ７ p �文献－１７ No５８ ２ p �２０００年９月、中国の大学
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関係者から筆者が直接聴取した。 �筆名孤蓬万里、本名呉建堂編著１９９４／２
／９第１刷 集英社 なお『台湾人と日本精神』蔡焜燦著 平成１２年７月１５日
初版 日本文教社にも詳しい。 ５８pにインドネシアのオランダ撤退時の学齢
児童就学率３％とある。  文献－１６に詳しい !台湾高速鉄路公司、日本新
幹線方式採用。現在の４時間を９０分に。既に部分的に着工。"日本語能力試験
１・２級受験者数と認定数 （交流協会資料より）
１９９１年度 ９２２ ３５５
１９９７年度 ４，０６９ １，１６５
#文献－１２ ２２６p 銘傳大学応用日語学系系主任林長河 $文献－１２ １３p
東京外国語大学学長中嶋嶺雄 %文献－１５に詳しい &中国で現地入試を実
施する大学は多く、文教大学留学生別科も２０００年度には実験的に行ない河南省
から７名の学生が来日した。２００１年度の希望者が増加した。なお台湾について
は２０００年８月１４日、高雄の『中国時報』の記事。 '文献－７の日華両国各級
学校締盟や学術協定一覧表。筆者が台湾の補習班・高校・大学でよく聞く意見
であり、実行している機関が多い。 (文献－１７ No５９ 平成１１年度におけ
る外国人入国者は、４，９０１，３１７で韓国が２３．７％、台湾が１９．７％、アメリカが
１４．７％、中国が６．７％、イギリス（香港）が４．３％となっている。なお、再入国
者は９４１，６９６である。

参考文献
１『世界史年表』 １９９５年 第６刷 河出書房新社
２『中華民国教育統計』 ２０００年度版 台湾 教育部
３『日本統計年鑑』 平成１２年版 総務庁統計局編
４『日本国勢図会』５８版 ２０００／２００１版 国勢社
５『世界国勢図会』１１版 ２０００／２００１版 国勢社
６『国際交流ハンドブック』平成１２年 留学生交流事務研究会編著

第一法規出版
７・HP http//www.roc － taiwan.or.jp/edu/edu ２－１．html ２０００／２／２８

台北駐日経済文化代表処
８『激動！台湾の歴史を語りつづける』張徳水著 １９９２／６／５ 雄山閣出版
９『台湾紀行－街道をゆく四十－』司島遼太郎 １９９４／１１／３０ 朝日新聞社
１０『台湾における日本語教育事情調査』報告書 平成８年度 �交流協会
１１『認識台湾』（台湾史）１９９７年度 台湾教育部
１２『新世紀日本綜合研究』国際会議論文集 １９９９／１２／１８ 台湾日本語教育学会
１３『台湾日本語教育論文集』第３号 １９９９／１２／３１ 台湾日本語教育学会
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１４『台湾における日本語教育の現状と問題点』徐興慶 １９９９／３／２５
天理大学語学教育センター

１５『台湾の高等教育における日本語教育』陳明姿 ２０００／５／１９
第１７回大養協大会国際シンポジウム

１６『台湾』ワールド・カルチャーガイド� ２０００／１／２４第１版
�トラベルジャーナル

１７『日本語教育振興協会ニュース』 No．４９ 平成９／１１／２５
No．５５ 平成１１／６／１８ No．５６ 平成１１／９／１３
No．５８ 平成１２／３／１５ No．５９ 平成１２／５／３１
No．６０ 平成１２／７／３１
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